
相対的過剰人口の累進的生産の論証

　一労働カ需要の増加率の逓減と賃金率変動一

石　倉　雅　　男

　　　　　　　　　　　　　第1節　問題の所在

　1980年代にはいってわが国企業の海外直接投資が活発になったことから，

主要製造業部門の海外生産の拡大にともなう国内雇用の減少への懸念が高まっ

ている1〕現代資本主義における蓄積構造の転換を反映する構造的失業の問是薗

を理論的に説明するにあたり，資本主義のもとでの相対的過剰人口の形成機構

を明らかにしておく必要がある．

　相対的過剰人口論が屡開される『資本論』第1部7編ではr蓄積を抽象的に，

すなわち単に直接的生産過程の一契機として，考察する」（K．Marx，D、、K、．

榊・Bd・1・M…一E・g・1・W・・k・，Bd…，Di…V・・1・g，B。・li。，・96・，S．

590，以下K　I590と略記）との隈定がおかれている．それゆえ，有効需要の

変動を捨象したうえでも相対的過剰人口が形成される機構を明らかにする必要

がある・この手続きを経ずに有効需要の変動・産業循環にともなう失業の発生

を相対的過剰人口の形成と直結させるならぱ，十分な有効需要さえあれば相対

的過剰人口は解消するという結論に行きつくであろう2）．そこで，資本の有機

的構成の高度化をつうじて雇用労働者数の増加率が所与の労働カ人口以下に引

き下げられる機構を，有効需要の変動をもちこむことなく説明することが，当

面の課題となる、相対的過剰人口論をめぐる熊谷尚夫氏と宮塚良三氏との論争

の焦点のひとつもこの点にある．熊谷氏は，有効需要の短期的変動にもとづく

rヶインズ型失業」とは区別されるr非ケインズ型失業」の論理としてマノレクス
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の相対的過剰人口論を検討され，r技術的進歩がかならず資本の有機的構成の

高度化に反映されることを認めるとしても，マルクスの理論は，労働人口の増

加遠度それ自体についてなんらの想定をも設けることなしに・『産業予備軍』

宮失業の必然性をけっして立証する’ものではない」（『資本主義経済と雇傭』B

本評論杜1957年，225－6頁）と言われる3〕・氏の主張にたいして富塚氏は，　　　　・

r資本の増加率および資本構成の高度化率，したがって可変資本量の決定が・

所与の労働人口量の動きとはまったく別個になされるものとされ」（『蓄積論研　　　　。

究』未来杜1965年，39ア頁）ている点が熊谷説の「決定的な謬点」（同）であ

ると批判され，r所与の労働人口の増カロ遠度一・の前提のもとに，資本の蓄積

が一賃銀率の変動に媒介されつつ一それに対応的な資本構成の高度化をと

もなってなされる」（同，402頁）という論理で反論された．この反論に対し

て熊谷氏は一rこのような賃銀率の変動によって誘致される資本構成の変化」

はr自動的に労働力の需給の一致・…・・をもたらす方向に作用」（熊谷前掲書，

254頁）し，「現行賃銀率における『非自発的失業』の消滅」（同，252頁）に

帰着すると主張された．宮塚氏が提起された「構成高度化による労働人口の相

対的過剰化の機構」（宮塚前掲書，403員）は，相対的過剰人口の形成機構を解

明するうえできわめて重要である卑）．しかし，氏の論理では「賀銀率の変動」

と資本構成の高度化との内的関係が必ずしも明確でない．r賃銀率の変動」を

媒介とする「労働人口の相対的過剰化の機構」を明らかにするためには，賃金

率の変動範囲およぴ変化方向と資本の有機的構成・労働人口の増カロ率との関係

を明確にする必要がある．さらに，こうしたr労働人口の相対的過剰化の機

構」が，熊谷氏の言われる「労働カの需給の一致」1…帰着しないことを積極的

に論証する必要がある．そこで本稿では，賃金率の変動を明示的に導入し，資

本の有機的構成の高度化をつうじて雇用労働者数の増加率が所与の労働カ人口

増加率以下に引き下げられる機構を解明する・第2節では，資本の有機的構成

の高度化を蓄積部分の有機的構成の高度化に限定する理由を示し，雇用労働者

数の増加率と蓄穣部分の有機的構成・剰余価値率・蓄積率との関係を定式化す

る．第3節では，蓄積が行われるさいの剰余価値率の最低水準，およぴ資本の
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有機的構成の高度化にともなう労働生産性の上昇を導入して，賃金率の変動範

囲を定式化する一第4節では，労働カ人口の増加率を導入して実質賃金率の変

化方向を定式化し，中断なく蓄横・剰余価値生産が進むためには，資本の有機

的構成の高度化をつうじて雇用労働者数の増加率が労働力人口の増加率以下の

水準に引き下げられなけれぱならないことを明らかにする．

　1）労働省糧『昭和62年版　労働白書』第II部に，海外直接投貨による国内雇用機

　　会の喪失にかんする試算がある．

　2）林直道氏は・各生産部門間の生産カ発展の不均等性・産業循環にともなう労働者

　　の吸引と反発から相対的過剰人口の形成を説かれる（r資本制蓄檀と失業の理論」

　　岸本英太郎編『資本主義と失業』目本評論新社1957年所収）．また井村喜代子氏は，

　　r相対的過剰人口の現実的創出」がr資本制的な市場の諸条件・諸制約」を前捉に

　　説かれるぺきだと言われる（『恐慌・産業循環の理論』有斐閣1973年，340－6頁）．

　　これらの見解では，相対的過剰人口の形成が不均等発展や有効需要の変動にもとづ

　　く失業の発生に解消されている．

　3）　この主張は・オヅペンハイマーによるマルクス相対的過剰人口論の批判と共通す

　　る（F・OpP・・h・i皿…D伽6舳伽助岩伽伽棚加・Gε・ε〃・・乃ψ∫肋〃，B。。li。，

　　1903）．オッペンハイマーの所説の間題点については，松石勝彦『資本論研究』三

　　嶺書房1983年，第4章が詳しい、

　4）　スウィージーは，労働節約的技術の導入が賃金率の上昇にようて誘発されるとい

　　う論理を『資本論』第1部第23章に見出し，r予備軍の原理は，人口にかんするど

　　のような特定の前提からも独立した別個のものである．それは静止的人口の場合で

　　も，また逓滅的人口の場含でも，甲じようにあてはまる」（P，M．Sweezy，τ加

　　τ加oη0／C砂伽”5壬D偉口虐10仰肋．1942，p－89．都留璽人訳『資本主義発展の理

　　論』新評諭1967年，108員）と主張する・また，賃金率の変動を導入した相対的過

　　剰人口の累進的生産の論証として，松石前掲書第4章，およぴ中山孝男「資本主義

　　的蓄積の一般的法則一相対的過剰人口の累進的生産との関連を中心として一」

　　種瀬茂編著『資本諭の研究』青木書店19S6年所収，がある．r資本は労働供給を与

　　えられた前提とし，賃金率の騰落をパ回メーターにして，たとえぱ労働供給が小で

　　賃金率が上昇する場合には。・…・・資本構成をより高度化し，労働需要をより『加速

　　的累進的』に減少させ・その小さな労働供給ですら必ず過剰人口にする」（松石前

　　掲書，69頁）．
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第2節　資本の有機的構成の高度化にかんする限定

　分析をはじめるにあたり，蓄横部分の有機的構成の高度化をつうじた資本の

有機的構成の高度化を考察対象とする理由を示し・総可変資本および雇用労働

者数の増加率の規定要因を定式化・しておく・

　総不変資本・総可変資本をそれぞれ0，γ．既存資本の有機的構成を伽で表

すと，工期における既存資本の有機的構成伽）（各変数の下付き文字は期間を

表す）は，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　0ω
　　　　　　　　　　　　　　　伽ω＝’　　　　　　　　　　　　　　　　　　7ω

と表羊る。総剰余価値を〃で表すと，ε期の剰余価値率肌’（＾は，

　　　　　　　　　　　　　　　　、　〃ω
　　　　　　　　　　　　　　　㎜ω一一　　　　　　　　　　　　　　　　　　γ（ω

と表せる．総剰余価値〃に対する蓄積部分（＝不変資本部分肌十可変資本郡

分〃”）の割合を蓄積率と呼び，γで表す．t期の蓄積率は，

　　　　　　　　　　　　　　　　〃oω十〃舳〕
　　　　　　　　　　　　　～〕≡　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃ω

と表せる、蓄穣部分は総剰余価値〃を越えない（O≦広十吻≦〃）から，蓄

積率γのとりうる値の範囲は，O≦γ≦1である．さらに，肌と払の比率を

蓄稜部分の有機的構成と呼び伽で表し，既存資本の有機的構成g。と区別す

る．‘期のq“は，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　払（t）
　　　　　　　　　　　　　　　伽（o＝一　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃冊（ω

となる．本稿では後述の理由により，蓄積部分の有機的構成の高度化をつうじ

てのみ資本の有機的構成が高度化し，既存資本の有機的構成は不変のままで護

積が進むと仮定する．

　はじめに，この仮定のもとで総可変資本アの増加率を導く．広期の総資本

と蓄積部分の和が叶ユ期6総資本に等しいという自明な関係，

　　　　　　　　　0ω十1〕＝0“）十〃o（ω，11（‘十1〕＝17ω十〃oω
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　　　　　から一十1期の資本の有機的構成q。化、エ〕は次のように表せる．

　　　　　　　　　　　　　　　　＿0ω十狐（ω＿0ω十伽（の・〃舳）
　　　　　　　　　　　　　　qoω十1〕一　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
　　　　　　　　　　　　　　　　　γω十”舳〕　　17（の十〃oω

　　　　工期の蓄横部分の可変資本部分〃。ωは，

・　　　　　　〃田（皇〕＝γ（、〕．坐坐．仏ω十”衙ω　”仙ω

　　　　　　　　　　　　　　γω　　　〃（ω　　　〃o（‘〕十〃”ω

　　　　　　　　　　　　　　肌（’〕・γω
．　　　　≡γ（1〕’・十。、工、〕　　　　　　　（・）

　　　　　と表せる．②をωに代入すると次のようになる、

　　　　　　　　　　　　　　　　＿％ω（1＋％（1〕）十9皿ω・刎’（‘）・γ（ω

　　　　　　　　　　　　　％（舳一　　　　　。　　　　　　　　（3）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1＋9囮（の十肌ω・γω

　　　　‘期において蓄積部分の有機的構成が既存資本よりも高ければ（q．1，〕〉q。（工〕），

　　　　ε期から亡十1期にかけて資本の有機的構成は高度化する（g。（、、、〕〉q。｛、））1）．

　　　　12〕により，工期から叶1期にかけての総可変資本17の増加率g7（，〕は，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　”仙ω＿㎜’（’〕・rω
　　　　　　　　　　　　　　　　　9アω二■一　　　　　　　　　　　　　　　（4）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　γω　　1＋伽ω

　　　　となる・蓄積率γωが正であるかぎりg7ωは正である．したがって，蓄積

　　　　部分の有機的構成の高度化をつうじてのみ資本の有機的構成が高度化するとい

　　　　う仮定のもとでは・蓄稜率が正であるかぎり総可変資本Vは絶対的に増大する．

　　　　　「新しい発明や発見一般に産業上の諸改良を利用するための媒体」として

　　　　まず考えられるのはr正常な蓄積の進行中に形成される追カロ資本」（KI657）

　　　　であるから，蓄積過程の考察にあたり蓄積部分の有機的構成の高度化は必ず導

　　　　入しなけれぱならない。現実には，「古い資本」が「技術的に改良された姿」

　　　　で更新されるとr前よりも多くの機械や原料を動かすのに前よりも少ない労働

　　　　量で足りるようになる」（KI657）から，既存資本の有機的構成も高度化しう

　　　　る。だが，蓄積部分の構成高度化にカnえて既存資本の有機的構成の高度化を考

　　　　慮に入れる場合も一，そうでない場合も，総可変資本17の増加率の変化方向は

　　　　同じであって2），資本の有機的構成の高度化をつうじて雇用労働者数の増加率

　　　　が所与の労働カ人口の増加率以下に引き下げられる機構を考えるさいには，第

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　819
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一次的接近として蓄積部分の有機的構成の高度化に限定して差し支えない．も

し総可変資本γの絶対的滅少を前提におくのであれば既存資本の有機的構成

の高度化を導入しなければならないが，総可変資本Vが滅り続けるという前

提は非現実的であり，相対的過剰人口の形成の論理としても不油切である・総

可変資本17の絶対的滅少の持続は，雇用労働者数の絶対的滅少だけでなく，

蓄積源泉をなす総剰余個値〃の絶対的減少を意味するからである3〕．相対的過

剰人口の累進的生産は，蓄積源泉の究極的消滅からではなく，蓄積の進行を前

提に論証しなけれぱならない．かくて，総可変資本17の絶対的滅少の可能性

を形式的には含みうる既存資本の有機的構成の高度化をひとまず捨象しておく

ことは，相対的過剰人口の形成機構の解明への第一次的接近において必要な手

続きである．

　次に，14〕に示された総可変資本γの増加率から雇用労働者数の増加率を導

く．各期間の総可変資本γは雇用労働者数と単位期間における1人当たり労

賃総額（＝時間当たり賃金率×単位期間における1人当たり労働時間）の積に

等しい．以下では単純化のため，雇用労働者数が総可変資本17の犬きさに正

比例すること，それゆえ単位期間における1人当たり労賃総額が時間をつうじ

て一定であると仮定する．この場合「可変資本の増減には正確に従業労働者数

の増減が対応する」（KI664）から，雇用労働者数の増加率は総可変費本ア

の増カロ率に等しい．雇用労働者数をWで表すと，去期から‘十1期にかけて

の雇用労働者数Wの増加率g舳は，14〕により，次のように表せる．

　　　　　　　　　　　　　　舳、F肌ω’γω　　　　　　　　（5）
　　　　　　　　　　　　　　　　　1＋q皿ω

このように，雇用労働者数の増加率gwは剰余価値率肌’，蓄積率γ，蓄積部分

の有機的構成脆によって規定される．蓄積部分の有機的構成の高度化をつう

じて費本の有機的構成が高度化し，単位期間における1人当たり労賃総額が一

定であると仮定すれぱ，蓄横率γが正であるかぎりg〃は正であって雇用労

働者数wは増加する．

　㈲において㎜’とγを一定とすれぱ，雇用労働者数の増加率g〃の推移は
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次のいずれかである・（・）蓄横部分の有機的構成。藺が当棚1ら資本の有機的

構れに等し／・時間をつうじて一定であれぱ，賞本の有檸的構成が一定の

ままで牽積が進み・鮒はつねに一定である・（b）蓄積部分の有機的構成q田が

当初から資本の有機的構成伽よりも高く，しかも時間をつうじて高度化すれ

ぱ，資本の有機的構成の高度化をともなって蓄積が進み，鮒はつねに正であ

りながらも時間をつうじて減少する4）、他方，蓄積部分の肴機的構成q岨を一．

定とすれぱ，肌’あるいはγの上昇によって鮒は上昇する．

　以上，本節では，資本の有機的構成の高度化を蓄積部分の有機的構成の高度

化に限定する理由を示し・雇用労働者数の増カロ率g〃が剰余価値率肌’，蓄積

率γ，蓄積部分の有機的構成脆にようて規定されることを確かめた．

　1）　13〕の両辺をq。ωで割ると，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　口岨ω　　　　　　　　　　　　　　　　1＋伽㈹十㎜’ω・r㈹・一
　　　　　　　　　　　　口O＝‘十1）＿　　　　　　　　　　　　　　　口0ω

　　　　　　　　　　　　　goω〕　　1＋％ω十肌’ω・γω

　　となり，次の関係がわかる．

　　　　　　　　　　　q皿ω姜g。ω←→g。“。。〕……口oω（複号同順）

2）‘期の既存資本の有機的構成が蓄積部分の有機的繊と同じ割合で高度化批ぱ，

　　叶1期の資本の有機的構成σo㌦十〇は次のようになる．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃。ω
　　　　　　　　　　　（oω十γω）・　　　十〃。ω
　　　　　　　　・　　　　　14ω十〃田ω　　五4ω
　　　　　　　伽“十11＝　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃”（引　　一亙＝舳〕
　　　　　　　　　　　（0ω十γ㈹）・　　　十〃田ω
　　　　　　　　　　　　　　　　　”o㈹十〃也“〕

　　既存資本の有機的構成が蓄積部分と同じ割合で高度化する甥合の総可変資本γの

　　増カロ率g〆ωは次のように導かれる．12〕より，

　　　　　　坐一0ω十γω．”舳。”舳〕一・切ω・㎜’1舳ω

　　　　　　7ω　γ㈹〃舳十〃州γ工劫　1＋9。て、〕
　　となる・σ｛‘。・〕＝口皿ω〕を考慮すれぱ，既存資本の有機的構成の高度化を合む総可

　　変賞本γの増カ回率σ〆ω＝（γ（＾、rγω）ノγωが得られる．

　　　　　　　　．　肌ω．γω口o1川〕一％｛ω
　　　　　　　9川＝・・。晒コ、，・・。、1工、、、，・・㌦・1F舳…〕

　9〆ωは・鰍によるγの増加率卯ω（第1項）と既存資本の有機的構成の高度

　化によるγの減少率（第2項）とから成る、g〆ωは，蓄積部分の有機的構成の

　高度化に限定したときの総可変資本γの増カロ率卯ω（ω式）と同じ変化方向をと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　821
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　　る．ただし，既存資本の構成高度化を考慮に入れたときの総可変資本γの増加率

　　卯㌦〕は，資本の有機的構碑の高度化の程度によっては負の値声とる可能性がある・

　3）真実一男氏は，マルクス相対的過剰人口論を「たとえ一時的に可変資本の相対的

　　減少一絶対的増岬あるよう鵬合でも・その傾向として労働需要の絶対的減少＝：

　　産業予備軍の累進の必然性を解くもの」（『機械と失業』理論社1959年，193貢）と

　　解釈される．しかし氏は，r可変資本の相対的減少」がr労働需要の絶対的滅少」

　　に結ぴつく理由を何ら示されていない．置塩信雄氏は，利潤率の傾向的低下の法則

　　を媒介に，r有機的構成の高度化は，長期・傾向的には労働需要の絶対的減少をも

　　たらす」（r相嘉的過剰人口の累進的生産の諭証」『経済』第113号1973年9凡

　　『マルクス経済学1I一資本蓄積の理論』軍摩薔房1987年所収，158頁）ことを論

　　証される．置塩氏が論証されたのは，〈生産手段に対象化された労働■生きた労働〉

　　という比率が十分に上昇すれぱ，ある時点以降は労働需要の変化率が負に転じるニニ

　　　とである．しかし，相対的過剰人口諭で論証するぺきこ一とがらは，ある時点以降労

　　働需要が滅少に転じることではなく，労働需要の増大のもとでの過剰人口の形成で

　　ある．総可変資本の輝的滅少とい1氏の結諭の帰結は蓄積源泉の究極的消滅であ

　　　り，これは相対的過剰人口の形’成の論理としては不適切である・

　4）資本の有機的構成の高度化にともないr総資本の増大につれて・その可変成分・

　　すなわち総資本に合体される労働カも増大するにはちがいないが，その増犬の割合

　　　はたえず小さくなっていく」（KI658）。この関係は，資本の有機的構成の高度化

　　　にともなう総可変資本の増加率の滅少それゆえ雇用労働者数の増カロ率の減少を意味

　　　する．

　　　　　　　　　　　　　第3節　賃金率の変動範囲

　賃金率の変動を相対的過剰人口形成の論理に明示的に導入するにあたり・蓄

稜が行われるさいの賃金率の変動範囲を考察する必要がある．

　　はじめ｝こ，蓄穫が進むかぎりは賃金率の上昇に特定の隈界が画されることを

考慮に入れなければならない・前節㈲からわかるように，資本の有輝的構成が

一定のままで蓄積が進むと，剰余価値率肌’と蓄積率τが一定にとどまって

いても労働カ需要は一定率で増加する・それゆえ・労働カ需要の増加率が労働

カ供給の増加率を上回り，賃金率が上昇することもありうる．しかし，この賃

金率上昇による・不払労働の減少！がr資本を養う剰余労働州チや正常な量

では供給されなくなる点に触れる」と，「収入のうちの資本化される部分は小
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　　　　　さくなり・蓄積は衰え・賃金の上昇運動は反撃をうける」（KI649）、すなわ

　　　　　ち，賃金率の上昇によって剰余価値率がある「正常」な水準を下回ると，「蓄

　　　　　穣が衰える」のである．以上の関係にもとづいて，蓄積が行われるさいの剰余

　　　　価値率㎜’の最低水準弼’（正の定数）を設定し，肌’が侃’を下回ると蓄横率

。　　　γはゼロになり，㎜’が椛’以上であれぱ蓄横率は一定水準戸（正の定数）を

　　　　保つこと，すなわち，

　　　　　　　　　　　　　　γ≡O（0≦肌’＜椀’）

、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　物’，戸は正の定数　　　　　　（6）
　　　　　　　　　　　　　　γ＝戸（肌’≧椛’）

　　　　を想定する1前節5〕を考慮すれぱ，剰余価値率伽’と雇用労働者数の増カロ率g”

　　　　　との関係がわかる．（a）0≦肌’〈椛’ならぱ，γ＝0であるから鮒＝0である．

　　　　（b）肌’≧砺’ならぱ・γ一戸〉・であるから，肋は蓄積部分の有機的構成。血の

　　　　値に応じた正の値をとる、

　　　　　次に・剰余価値率の最低水準椛’と・蓄穣の進行を可能にする賃金率の最犬

　　　　限界との対応関係を確かめるために・剰余価値率刎’と時間当たり賃金率との

　　　　関係を定式化する．単純化のため，労働強度は一定と考え，時間当たり価値生

　　　　産物はつねに一定の値δ（正の定数）をとると仮定する．時間当たり賃金率

　　　　（以下，賃金率と呼ぶ）をωで表せぱ，δとωの差が時間当たり剰余価値で

　　　　ある一これをωで割ると剰余価値率肌1が得られる．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　夜一ω
　　　　　　　　　　　　　　　　肌＝1「，伍は正の定数　　　　　　　　（7）

　　　　17jは〈肌’＝総剰余価値〃／総可変資本17〉の分母・分子を（雇用労働者数1V

　　　　X単位期間の1人当たり労働時間）で割ったものにあたる．ωが上昇すれぱ

　　　　肌’は低下する．蓄積の行われるさいの剰余価値率の最低水準物’に対応する

　　　　賃金率の水準を最大賃金率と呼ぴ，σで表せぱ次の関係がわかる．

　　　　　　　　　　　　　　　＿　　　δ
　　　　　　　　　　　　　　　ω＝扁　δ，椛’は正の定数　　　　　　　　（8）

　　　　　ところで，賃金率ωは，ωが転換される賃金財の数量（単純化のため賀金

　　　　財の種類は変わらないと仮定する）すなわち実質賃金率ωと1），賃金財の単位

　　　　当たり価値2との積であって，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8鰐
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　　　　　　　　　　　　　　　　ω＝ω．λ　　　　　　　　（9）

と表せる．実質賃金率ωには，労働カの再生産に最低限必要な一定の水準が

ある2〕．これを生存実質賃金率と呼び，刎（正の定数）で表す．刎に対応す

る賃金率の水準を生存賃金率と呼ぴ，ω五で表すと，

　　　　　　　　　　　ω』＝伽・2，のは正の定数　　　　　　　　（10）　　　　。

となる．他方，蓄穣の進行を可能にする最大賃金率δに対応する実質賃金率

の最大水準砺は，19〕により，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．

　　　　　　　　　　　　砺一÷δは正の定数　　　（11）

である．以上のω五，砺の水準を確定するためには，賃金財の単位当たり価値

λの規定要因を考えなければなら在い．

　資本の有機的構成の高度化にともない労働生産性が上昇し・賃金財の単位当

たり価値λは低下する．本稿では資本の有機的構成の高度化を蓄積部分の有機

的構成q、の高度化に隈定するので，賃金財価値λを％の減少関数とみなし，

　　　　　　　　　　　　　　λ≡λ（q。），λ’＜O　　　　　（ユ2）

という関係を想定する3）．たとえぱ，蓄積部分の有機的構成の値舳〕には賃

金財の単位当たり価値1（ωが対応する・したがって・蓄穣部分の有機的構成

がq。｛，〕の値をとり，しかも労働カの正常な再生産を維持しつつ蓄積が進む場

合，賃金率ωの変動範囲は，18川10〕により，ω五≦ω≦σ，すなわち，

　　　　　　　　　　　　　　　勿∠・λω≦ω≦σ　　　　　　（13）

である．㈹を賃金財価値λωで割ると，

　　　　　　　　　　　　　　　砺、≦ω≦土　　　　　　（1・）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　λω

となり，蓄稜部分の有機的構成がq。ωの値をとって蓄積が進むときの実質實

金率ωの変動範囲が得られる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．

　　ところで，19〕を17〕に代入すると，剰余価値率肌’は，

　　　　　　　　　　　　㎡一δ■ω．λ，δは正の定数　　　（・・）　　・
　　　　　　　　　　　　　　　ω・λ

　と表される．さらに胴を15〕にあてはめると，雇用労働者数の増加率卿は，
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　　　　　　　　　　　　＿　γ　∂一ω・λ
　　　　　　　　　　　g〃＿1＋g、・ω．λ，δは正の定数　　　　　　（16）

となる。したがって，伽’，g〃の変動範囲は実質賃金率ωの変動範囲に応じて

決まる・たとえぱ，蓄積部分の有機的構成がq、ωの値をとつて蓄稜が進む場

合，剰余価値率肌’の変動範囲は，仁4〕・1均により，

　　　　　　　　　　　　　　椀十・刎’・箒1ω　　（・・）

であり，雇用労働者数の増加率g〃の変動範囲は，16〕・位4〕・㈹により，

　　　　　　　　刎．r　　　γ　δ一の・λω一　　　　　　　1・。、、、、≦9・≦1＋。。、工，’勿五．。、、，・γは正の定数　（1・）

である．以上のように，蓄積部分の有機的構成q皿の各水準に剰余価値率肌’，

雇用労働者数の増カロ率gπの変動範囲が一義的に対応する．㎜’，炊はこの範囲

を実質賃金率ωと反対の方向に動く．

　以上，本節では，蓄稜が行われるさいの剰余価値率の最低水準，蓄横部分の

有機的構成と賃金財価値との関係を考慮に入れて，蓄積部分の有機的構成の各

水準に剰余価値率・雇用労働者数の増加率の変動範囲が一義的に対応すること

を明らかにした．次に，諸変数の変化方向を考察するが，そのためには実質賃

金率ωの変化方向を考えなけれぱならない．

1）時間賃金の形態においては・労働カの交換価値とこの価値が転換される生辞段

　　の量との相違・が「名目労賃と実質労賃との相違としてあらわれる。（K・…）．

　　r労働カの交換価値」が転換されるr生活手段の最」が，本稿でいう実質賃金率で

　　ある．

2）「平均労働者の習餉に必要姓活搬」の量は，r一定の社会の一定の鮒には

　　与えられており・したがって不変量として扱われてよい」（K・5・・）．

3）「生産手段に合体される労働カに比ぺての生産手段の量的規襖の拡大は，労働の

　　生産性の増大を表している」（K・・5・）・すなわち，資本の有機的構成の高度化に

　　ともない労働生産性は上昇し1生産物1単位当たり価値は低下する．ところで，前

　　節でみたように蓄積部分の有機的構成伽の高度化にともなって資本の有機的構成

　　が高度化する・したがうて・賃金財1単位当たり価値2は蓄櫛部分の有機的構戚

　　％の高度化にともなって低下するという関係⑫を設定することができる．
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　　　　　　　　　第4節　相対的過剰人口の形成機構

　本節では，労働カ人口の増加率を考慮に入れて実質賃金率の変化方向の規定

要因を定式化し，相対的過剰人口≡産業予備軍の形成機構を明らかにする．

　はじめに，蓄穣部分の有機的構成gαの各水準での実質賛金率ωの変イ≒率　　　　。

（”伽）を考える1）．「直接的生産過程の一契機」として蓄積過程を考察する論

理次元では「商品を生産する資本家は商品をその価値どおりに売るものと想　　　　一

定」（KI560）され，労働市場だけで実質賃金率ωが決まると考えてよい2）一

r労賃の一般的な変動」はr労働者人口の絶対数の運動」によってではなく，

r労働者階級が現役軍と予備軍に分かれる割合の変動」，r過剰人口の相対的な

大きさの増滅」，「過剰人口が吸収されたり再び遊離されたりする程度」によ・づ

て規定される（KI666）．そこで，労働カ人口τ（＝雇用労働者数W＋失業

者数のを導入し，zに対するwの割合としての雇用率8，すなわち，

　　　　　　　　　　　　　　　　、ヨ土　　　　　　　　　（・・）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム

を考える．O＜W≦工だから，εの範囲は0＜ε≦1である一雇用率8が上が

るとr予備軍」の割合が滅り，賃金率を引き上げようとする労働者がわの圧力

が高まる．雇用率eが下がると，就業者と失業者との競争が実質賃金率ωを

引き下げるように作用する、したがって，実質賃金率ωは「過剰人口の相対

的な大きさの増減」それゆえ雇用率8の増減と同じ方向に変化すると考えら

　れる、

　　そこで，雇用率虐の変化率を考える、単純化のため労働カ人ロエは時間を

つうじて一定率σ工（正の定数）で増加すると仮定すれば，8の変化率は次の

　ように表せる3）．

　　　　　　　　　　　坐＝虫一1，σ工は正の定数　　　　　　　（20）

　　　　　　　　　　　　8　1＋眈

　さしあたり，実質賃金率ωの変化方向と雇用率8の変化方向との関係だけを

考え，、の変化率（舳）は・の変化率の増加関数であり・しかも8が一定
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　のときωも一定であるという関係，すなわち，

　　　　　　　　　　　　告一1（苧），似1（・）一・　　（・・）

を前提におく4）．雇用率8の絶対水準については後に考慮する．帥・臼1〕により，

実質賃金率ωの変化方向は，所与の労働カ人口の増加率σ工と雇用労働者数

の増加率g〃との大小関係に規定される．すなわち，

　　　　　　　　　　　　　　　　1ω
　　　　　　　　　　　g〃姜σエ　　　……0　（複号同順）　　　　　　　（22）
　　　　　　　　　　　　　　　　ω
という関係である．

　　ところで，雇用労働者数の増加率g〃の変動範囲は，前節㈱のように，蓄積

部分の有機的構成脆の値に一義的に対応する．したがって，所与の労働カ人

口の増加率σエのもとでは，実質賃金率ωの変化方向は蓄稜部分の有機的構

成％の値に左右される。前節胸により，蓄積部分の有機的構成q。の各水準

には賃金財の単位当たり価値2の値が対応する．たとえぱ，q。＝2囮｛、），2＝2｛、）

のもとで蓄積が進む場合の剰余価値率肌’，雇用労働者数の増加率附は，前

節6〕・㈲・㈹により，

　　　　　　　　　　」反一ω・2（’）　　　　　戸　　♂一ω・2ω
　　　　　　　　　㎜一ω・λ‘、〕・9”＝・十。。｛、〕．ω。λ〔、〕　　（23）

と表せる。この場合，刎’の最小値㎜’｛mi。），最大値刎’｛皿皿〕は，帥により，

　　　　　　　　　　　・　．　　一　＿、　　＿∂一勿五・λω
　　　　　　　　　　川皿・皿〕＝刎・肌1㎜工F　　　　　　　　（24）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　刎・λω

であり，gwの最小値舳皿i皿），最大値舳m、ヱ〕は，㈱により，

　　　　　　　　　　　　㎜’γ　　　　γ　α一刎・2ω
　　　　　　　9舳＝…。ω・舳m1F・・。。、、，’砺ム．λ、、，　（25）

である．㈱の㎜’，gwは，最大値と最小値のあいだを実質賃金率ωと反対の方

向に動く・㈲により・蓄積部分の有機的構成q皿の高度化と，それにともなう

労働生産性の上昇・賃金財価値λの低下によって，雇用労働者数の増カロ率の最

小値舳皿I皿〕は必ず低下するが，最大値州m旦、〕は必ずしも低下しない．

舳m甑〕が低下するのは，蓄積部分の有機的構成g。の高度化の程度が労働生

産性の上昇（λの低下）に比べて著しい場合である・以上の雇用労働者数の増

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　827



（118）　　　　　　　　　　一橋論叢　第100巻　第6号

加率σ〃の変動範囲と，所与の労働力人口の増加率σエとの犬小関係に応じて，

実質賃益率ωおよびgw，肌’の変化方向が決まる．

　以上の枠組みを用いると，資本蓄積が中断なく進むためには，資本の有機的

構成の高度化をつうじて雇用労働者数の増加率が所与の労働カ人口の増加率以

下に引き下げられなけれぱならないことが推論される・現実には資本の有機的

構成の長期的・傾向的な高度化をともなって蓄積が進むが，ここでは，現実の

蓄横過程から資本構成の高度化という要因をひとまず捨象し・資本構成の高度

化をともなわない蓄稜過程を議論の出発点におく・これは，資本構成の高度化

がなければ蓄積が持続しえないことを示すためである．資本構成が一定のまま

で蓄積が進むと，おそかれ早かれ「蓄積の欲望が通常の労働供給を上回り始め

る点，つまり賃金上昇の始まる点」（KI641）を迎える．すなわち，雇用労働

者数の増加率卿の変動範囲が所与の労働カ人口増加率σエよりも高い水準に

ある状況，

　　　　　　　　　　　　O＜σ工く州ml、〕＜舳。乱工〕　　　　　（A）

を迎えざるをえない．この場合，働により実質賃金率ωはつねに上昇傾向に

あるから，肌’，卿は最小値肌’lml。〕，州血i。〕に引き下げられる傾向にある．こ．

の状況のもとで蓄積が進むと，いつかぽ実質賃金率ωが最大実質賃金率砺を

越えて剰余価値率肌’が’肌’1皿1。）＝砺’を下回るために，蓄積率γがぜ口に低

下する局面を迎えざるをえない．γ＝Oになると，前節1⑤により，gπがぜ口に

なってσ工を下回る．すると，胸により，実質賃金率ωが低下に転じて剰余

個値率㎜’は最ノ」二値以上に高まり，蓄穣が再開される・つまり＜蓄積の進展→

実質賃金率の上昇→剰余個値率の低下→蓄稜停止→実質賃金率の低下→剰余価

値率の回復→蓄穫の再開→実質賃金率の上昇→……〉の過程が繰q返される・

このように，資本の有機的構成の高度化がなければ，資本蓄積が中断なく円滑

に進むことはありえない5）．

　蓄積・相対的剰余個値生産が中断なく進むためには，蓄稽部分の有機的構成

q皿の高度化をつうじて雇用労働者数の増加率卿を引き下げることにより，

実質賃金率ωの上昇傾向を回避しなけれぱならない・そのためには，蓄横部
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　　　　　　図1

（119）

一■・π一一・

・■⊥ L

　　1　　　　　　　一
一・・■r一一，τ・‘一物

　　1　　1
　　．　　1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　卯　　　”‘面肌，　　　物一｛㎜・，　　O・　9川咀i。，　　亙　　　　蜘工咀。，〕

（注〕実質賃金率ωの変動範囲については前節（11〕・（14〕を参照。

　　．矢印は吹，〃の変化方向を表す。

分の有機的構れを十分に高めて雇用労働者数の増加率。。を労働力人口増

加率眈以下に引き下げなければならない・たとえ雇用労働者数の増加率。。

が引き下げられても，所与の労働力人口の増加率σ工よりも高い範囲にあるカ、

ぎりは，実質賃金率ωが上昇傾向にあるため，労働生産性の上昇による賃金

財価値λの低下が剰余価値率肌’の上昇に結びつかない・〕、また，個。の資本

は「機械の価値と機械によって代わられる労働力の価樒との差。（・・…）を基

準に機械採用を決定するから，実質賃金率ωが上昇する局面では，労働節約

的な技術を導入して「費本家自身にとっての商品の生産費。（同）を引き下げ

ようとする個々の資本の動機も高まる・蓄穣部分の有機的構成g皿の高度化と

それにともなう賃金財価値λの低下により，雇用労働者数の増加率の最ノ」、値

舳皿i。〕は必ず低下するから，少なくとも，

　　　　　　　　　　　　O＜舳皿i皿〕＜σ工＜舳皿乱工1　　　　（B）

の状態が成立する．卿が耽＜晦＜g凧㎜。〕の範囲にあれぱ，鯛により実質賃

金率ωが上鼻傾向にあるから，肌・，。。は減少傾向にある．だが，、”が滅少

してg別ml口〕＜g〃〈σエの範囲にはいると，ωは低下に転じ，肌’，鮒は増カロに
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転じる．したがって，図1のように，究極的には雇用労働者数の増加率卿が所

与の労働カ人口の増加率σエと一致し，臼Φにより雇用率‘は一定となり，労働

力人口の一定割合が産業予備軍となる．また，実質賃金率ωと剰余価値率肌’

も最小値と最大値のあいだのいずれかの値で一定になり，中断なく蓄積が進む一

以上のように，蓄積部分の有機的構成q皿の高度化によって少なくとも（B）　　　・

の状況が成立し，労働カ人口の一定割合を産業予備軍としつつ蓄積が中断なく

進む．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

　しかし，資本の有機的構成の高度化の結果として雇用労働者数の増加率g〃

が所与の労働カ人口の増加率眈とつねに等しくなる保証はない・資本の有機

的構成の高度化の程度によっては，雇用労働者数の増加率が労働カ人口の増加

率を下回りつつ蓄積が進むこともありうる・個々の費本はつねに超過利潤の獲

得を目的として，生産費を低め労働生産性を高める新生産方法を他に先んじて

導入するが，そのような新生産方法の普及は充用生産手段量の増大・生産規模

の拡犬に反映される．それゆえ，蓄積部分の有機的構成伽の高度化は労働生

産性の上昇よりも著しく進み，そのため雇用労働者数の増加率の最大値肺1㎜五〕

も低下すると考えられる．gw1皿㎜〕が所与の労働力人口増加率σエの水準にま

で低下すれぱ（0＜舳㎜〕＜σエ＝舳㎜〕），労働カ人口の一定割合が産業予備軍

となり，しかも実質賃金率ωが生存水準吻にまで下がって最大限の剰余価

値率が得られる．蓄積部分の有機的構成他の高度化がさらに進めぱ，雇用労

働者数の増加率卿の最犬値舳㎜互〕が労働力人口増加率耽を下回り，

　　　　　　　　　　　　O＜9w｛mi皿〕＜9〃（皿駆〕＜σ工　　　　　　　　　　　　　　（C）

となる可能性がある．（C）の場合，㈲により，実質賃金率ωはつねに低下煩

向にあり，剰余価値率肌’，雇用労働者数の増加率卿は最犬値に押し上げら

れる傾向にある．しかも，雇用率8はつねに低下傾向にあり・労働カ人口に占　　　　．

める産業予備軍の割合が増大していく。

　以上のように，蓄積・相対的剰余価値生産が中断なく進むためには，蓄積部

分の有機的構成の高度化をつうじて雇用労働者数の増加率が所与の労働カ人口

の増加率以下に引き下げられ，その結果，労働力人口の少なくとも一定の割合
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を占める相対的過剰人口＝産業予備軍が創出されなけれぱならない．蓄積部分

の有機的構成が著しく高度化すれぱ，雇用率εが低下し，産業予備軍の比重が

高まることもありうる7）・しかし，産業予備軍の割合すなわち雇用率、の水準

が少なくとも一定になることは，召二1すなわち失業者数ゼロのままで蓄積が

進むことを意味しない．資本蓄積が中断なく進むためには，少なくとも一定割

合の産業予備軍がつねに存在しなけれぱならない．rいつ七も搾取できる人間

材料」（KI661）の供給源をなす産業予備軍が存在しなけれぱ，r資本の変転

する増殖欲求」や「突発的な資本の膨張カ」（同）に応えられないからである．

また，産業予備軍が「競争によって就業部分に加える圧力の増大は，また逆に

就業部分に過度労働や資本の命令への屈従を強制する」（KI665）のであって，

産業予備軍が存在してはじめてr資本の専制」（KI669）が完成するからであ

る8〕・賃金率の変動を明示的に導入した以上の論証により，r賃金率の変動に

よって誘致される資本構成の変化」がr労働カの需給一致」（すなわち失業者

ゼロ）をもたらすという熊谷氏の主張の誤りは明白になる．

　1）　19〕を変化率の形にすると，

　　∠ω∠ω〃ノω∠λ
　　丁＝ω十λ十ω・丁となる　⑫により蓄積部分の有機的構成g。が一定ならぱ、

・1一定（宇一・）であ1か1÷等！な1，賃金率一1実質賃金率一の変

　化率は等しい．

2）商品市場での消費財個楕の決定を考慮に入れた実質賃金率の決定機構については，

　置塩信雄『蓄積論（第二版）』筑摩書房1976年，5ト87頁を参照．

3）1・一（”十”）1（・仙）一（珊・）に，W＋〃一W（・十σ。），工十」・一Z（1＋σ工）

　を代入し，両辺を8＝wμで割れぱよい．

4）　労働カ人口に占める産業予傭軍の割合の変化率と実質賃金率の変化率を関連づけ

　てマルクスの蓄積論を定式化したものに・D・J・Haπis，“A㏄umu1ation　of　capita1

andth…t・・fp・・趾i・M…i…h・。・y，”Cα洲d〃舳〃μ舳舳，
　Vol－7，No．3／4．1983，pp．311－330．がある．

5）　費本構成が不変のままで蓄檀が進むと賃金率の上昇による蓄積の中断が避けられ

　ないという論理は，『資本論』第1部第23章第1節にある．「労働の価格の上昇の

結果，利得の刺激が鈍くなるので。蓄稜が衰える．蓄積は減少する．しかし，その

減少につれてその減少の原因はなくなる・すなわち，資本と搾取可能な労働カとの
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この機構が個々の資本による技術選択にどのように反映されるかについては理

論化されていない・個・の資本は娃過利潤の獲得を目的に他に先駆けて新生産

方法を導入するが，社会的総資本の有機的構成の高度化が個々の資本の技術選

択にどのように反映されるかについては，利潤・利潤率範酵を導入したr総過

程」次元において考察する必要がある．さらに，相対的過剰人口の形成機構の

論理を完縞させるためには・労働力人口の少なくとも一定割合を占める産業予

備軍の創出を論証するにとどまらず，完全雇用を持続した経済が安定的ではあ

りえないことを厳密に論証しなけれぱならない・そのためには，産業予備軍の

存在によるr資本の専制」の完成についてより具体的に考察する必要がある．

これらは今後の課題としなけれぱならない．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一橋大学犬学院博士課程）
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